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はじめに

　「飛び込み分娩は虐待のリスク要因の１つである」（後

藤・小林・濱田・ほか 2006：202）という指摘がなされ

ている．つまり飛び込み分娩で出産した親は，子どもを

虐待する傾向にあり，子どもが生まれる以前の母親の妊

娠期の過ごし方が，すでに子ども虐待を予告しているわ

けである．もし飛び込み分娩に至る可能性の高い親た

ち（以下，「飛び込み分娩予備群」とする）にたいして，

妊娠期から必要な支援を届けることができれば，飛び込

み分娩には至らず，ひいては「飛び込み分娩予備群」が

子どもを虐待するのを未然に防ぐことができるかもしれ

ない．

　しかし「飛び込み」分娩という言葉からも想像できる

ように，「飛び込み分娩予備群」と分娩以前に出会うこ

とは非常に難しい．ただ，もし飛び込み分娩に至ったと

しても，出産直後から親にたいして子育ての支援を開始

することができれば，飛び込み分娩で出産した親が，子

どもを虐待することに歯止めをかけることができるかも

しれない．現在では，たとえ飛び込み分娩であっても，

周産期医療の現場を経ないで出産に至ることは極めてま

れである．つまり周産期医療の現場は，子ども虐待に至

る可能性の高い親たち（以下，「子育てハイリスク群」

とする）への支援の可能性を有していると考えることが

できる．

　「『飛び込み分娩件数』が増加傾向」（吉川・石井・

今野・ほか 2009：195）にあることから考えると，飛び

込み分娩で出産した親が，子どもを虐待することなく子

育てができるように，周産期にはどのような支援が必要

であり，また可能であるのかについて早急に議論する必

要がある．本稿は，周産期医療を組み込んだ子育てハイ

リスク群支援ネットワークの実践モデルを構築するため

の基礎的研究として，飛び込み分娩をめぐる研究の動向

と課題を明らかにすることを目的としたものである．

１　研究方法

　CiNii（国立情報学研究所論文情報ナビゲーター）を

データベースに用いて先行研究の検索をおこなった．「論
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要約：「飛び込み分娩は虐待のリスク要因の 1 つである」という指摘がなされている．この指摘を受けとめ，
飛び込み分娩そのものを回避する方策を立てなければならないことは言うまでもない．ただ，もし飛び込
み分娩に至ったとしても，出産直後から親にたいして子育ての支援を開始することができれば，飛び込み
分娩で出産した親が，子どもを虐待することに歯止めをかけることができるかもしれない．本稿は，周産
期医療を組み込んだ子育てハイリスク群支援ネットワークの実践モデルを構築するための基礎的研究とし
て，飛び込み分娩をめぐる研究の動向と課題を明らかにしたものである．飛び込み分娩をめぐる研究は蓄
積されておらず，議論の深まりはみられない．飛び込み分娩後の子育ち・子育ての問題に注目し，その側
面から対応策について議論しているものは極めて少なかった．15 年以上も前から飛び込み分娩の実態が把
握されていたにもかかわらず，このような状況であるのは，飛び込み分娩という問題が，どちらかと言え
ば医学的問題として議論される傾向にあり，社会的問題という視座が希薄だったからであろう．今後，飛
び込み分娩をめぐる研究は，社会的問題という視座からも議論を深めていかなければならないことが確認
できた．
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文名」に「飛び込み分娩」を含む文献は 17 編，「飛び込

み出産」を含む文献は１編であった（2010 年５月２日

現在）．これら 18 件の研究のうち，研究論文に分類でき

るものは 11 編，口演要旨に分類できるものは７編であ

った．先行研究が少ないため，口演要旨も含めた 18 編

をすべて分析の対象とした．

　なお本稿では，飛び込み分娩と飛び込み出産という用

語は，同様の内容を指していると理解しており，以下で

は飛び込み分娩という用語に統一して論じることとす

る．飛び込み分娩という用語の定義については「２－３」

で詳述する．

２　結　　果

２－１　研究の動向と概観

　本稿で分析をおこなった飛び込み分娩をめぐる研究で

は，研究論文がはじめて発表されたのは 1994 年である．

その後，2003 年までの間に飛び込み分娩をめぐる議論

は，わずか３件であった．2003 年以降，コンスタント

に研究の成果が発表されるようになるものの，急速に関

心が高まったのは 2009 年である．（図１参照）

図１　飛び込み分娩をめぐる研究の動向　（筆者作成）
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■ 口演要旨　　■ 研究論文

　研究の担い手は，医療施設に勤務する者，大学に勤務

する者（専門領域：医学・看護学），行政に勤務する者

であった．医療施設に勤務する者と行政に勤務する者と

の共同研究が１件あった．行政に勤務する者の勤務先は

福祉部健康増進課であった．おそらく行政に勤務する者

は，地域保健に携わる医療関係者であろう．いずれにせ

よ，その論文のファーストオーサーは医療施設に勤務す

る者であったので，飛び込み分娩をめぐる研究は，おも

に医療関係者によっておこなわれていると言える．

　飛び込み分娩の実態についての研究が 15 件，飛び込

み分娩にたいする医療施設側，あるいはまた医療従事者

側の認識についての研究が２件，飛び込み分娩により出

生した新生児についての研究が１件であった．飛び込み

分娩の実態についての研究のうち１件は，外国人妊婦の

飛び込み分娩に焦点化して議論されていた．

２－２　研究資料

　医療従事者個人を調査対象として研究資料の収集をお

こなったものが１件，医療施設を調査対象として研究資

料の収集をおこなったものが 17 件であった．前者は，

飛び込み分娩の産婦にたいする助産師の認識についての

研究であった．

　医療施設から資料を収集した 17 件の研究のうち 1 件

は，飛び込み分娩にたいする医療施設側の認識について

研究しているので，当該施設が飛び込み分娩を経験して

いるかどうかにかかわらず，医療施設から収集された資

料は，すべて分析対象となっていた．また飛び込み分娩

の産婦にたいする助産師の認識についての研究も，当該

助産師が飛び込み分娩を経験しているかどうかにかかわ

らず，助産師から収集された資料は，すべて分析対象と

なっていた．

　これらの，施設側や助産師の認識を研究している２件

を除いた 16 件の研究では，実際に飛び込み分娩を経験

した施設から得た資料が分析対象となっていた．研究を

おこなった医療関係者の勤務先である，ひとつの医療

施設から収集した資料を用いた研究が 11 件，広く県内

の医療施設から収集した資料を用いた研究が５件であっ

た．ひとつの医療施設から収集した資料を用いた研究で

は９～ 70 の事例，広く県内の医療施設から提供された

資料を用いた研究では 26 ～ 70 の事例について検討がお

こなわれていた．（図２参照）

図２　資料の収集先と検討事例数（筆者作成）
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県内の医療施設から　　　　ひとつの医療施設から

２－３　「飛び込み分娩」という用語の定義

　検討した 18 編の文献のうち，「飛び込み分娩」という

用語を使用するさいに定義をおこなっていたのは 13 編

であった．その内訳としては，論文では 11 編中９編に

定義があり，口演要旨では７編中４編に定義があった．

用語の定義内容については，それぞれの文献で独自のも
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のが採用されており，統一されていなかった．

　「飛び込み分娩」という用語は，字句どおりに理解す

ると，分娩直前，あるいはまた陣痛発来などの分娩開始

後，医療施設に「飛び込み」，「分娩」するということに

なるであろう．しかし分娩後，医療施設に母児が搬送さ

れてきた場合も「飛び込み分娩」として定義している文

献が４編あった．

　また受診回数には０回から４回までの幅がみられたも

のの，2 編の文献を除くすべての文献において，妊婦健

診の受診回数に言及された定義内容となっていた．また

これら２編の文献においても，妊婦健診の具体的な受診

回数には触れられていないものの，ひとつは「かかり

つけ医のいない」（中塚 2009 ： 490）という文言，もう

ひとつは，「他の医療機関の受診状況が不明あるいは一

切の情報が得られなかった」（小林・後藤・佐藤・ほか

2005：534）という文言が定義に含まれていた．いずれ

もが間接的ではあるが，受診回数の少なさを明示する内

容となっていた．「飛び込み分娩」という用語の定義では，

「飛び込み」という来院形態よりもむしろ，分娩に至る

までの妊婦健診の受診回数が重要視されていた．

２－４　飛び込み分娩をめぐるリスクのとらえ方

　検討した 18 編の文献うち，飛び込み分娩をめぐるリ

スクについて言及されているものは 16 編であった．そ

のなかで，飛び込み分娩にさいして生じる直接的なリス

クについて述べられたものは延べ 15 編，飛び込み分娩

後の子育ち・子育てのリスクについて述べられたものは

延べ９編であった．同じ文献の中で，飛び込み分娩にさ

いして生じる直接的なリスクと，飛び込み分娩後の子育

ち・子育てのリスクの両方について言及されている場合

は，直接的なリスクとして１編，子育ち・子育てのリス

クとして１編というように，延べ数でカウントした．以

下，カウントの仕方は同様である．

　飛び込み分娩にさいして生じる直接的なリスクは，①

妊婦，②新生児，③医療従事者，④医療施設，⑤周産期

システムの５つの側からとらえられていた．妊婦のリス

クについては延べ 13 編，新生児のリスクについても延

べ 13 編の文献で言及されており，医療従事者のリスク

については延べ８編，医療施設のリスクについては延べ

10 編，周産期システムのリスクについては延べ２編の

文献で言及されていた．（図３参照）

図３　飛び込み分娩のさいに生じる直接的なリスクのとらえ方　（筆者作成）
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■ 妊婦　　 新生児　■ 医療従事者　■ 医療施設　　 周産期システム

　飛び込み分娩のさいに生じる妊婦のリスクとしては，

妊娠中毒症や妊娠高血圧症など，母体管理が十分になさ

れていないことから生じるリスク，あるいはまた弛緩出

血や頸管裂傷などのリスクが挙げられていた．新生児の

リスクとしては，低出生体重児や IUGR（子宮内胎児発

育遅延）児など NICU（新生児集中治療室）への入院が

必要となるようなリスクが挙げられていた．医療従事

者のリスクというのは，飛び込み分娩では梅毒や肝炎，

HIV などの感染症のウイルス保有者が多いにもかかわ

らず，それらの情報が事前に得られないため，医療従事

者が感染する可能性が高くなるというリスクが挙げられ

ていた．

　妊婦，新生児，医療従事者の側からとらえたリスクが

医学的リスクであるのにたいし，医療機関のリスクとい

うのは経済的リスクであった．分娩費の未払い，また感

染症罹患の有無にかかわらず，妊婦を感染症患者として

扱う必要があるために，ディスポーザブルの物品を使用

することによるコスト負担などが挙げられていた．

　周産期システムのリスクとしては，飛び込み分娩の母

児が周産期母子医療センターを利用することにより，本

来，周産期母子医療センターを利用する必要のある母児

が，その利用が困難になるというリスクが挙げられてい

た．周産期母子医療センターの産科病床や NICU 病床

の不足が指摘されている現在，妊娠初期より健診を受診

していれば，一般の産科病院や助産院で分娩可能となっ

ていたかもしれない母児が，周産期母子医療センターを

利用するとなれば，ますますそれらの不足が生じ，シス

テムそのものを脅かすことになると指摘されていた．

　飛び込み分娩後の子育ち・子育てのリスクとしては，

退院後の子どもの健診が未受診となる率が高いことなど

から考えると，母児の愛着形成が不十分であり，子ども

への無関心といった虐待が挙げられていた．
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２－５　飛び込み分娩の背景・要因のとらえ方

　検討した 18 編の文献のうち，飛び込み分娩者の特徴

について言及しているものは 15 編であった．その特徴

として，未成年者を挙げている文献が延べ７編，未婚者

を挙げている文献が延べ 11 編，多産婦を挙げている文

献が延べ６編，外国人を挙げている文献が延べ８編であ

った．

　また，飛び込み分娩の背景や要因について議論してい

た文献は 13 編であった．その背景や要因は，①経済的

困窮，②妊娠・出産にたいする知識不足や認識の甘さ，

③社会的孤立，④個人のパーソナリティーの４つの側面

からとらえられていた．経済的困窮については 13 編の

すべての文献で議論されていた．妊娠・出産にたいする

知識不足や認識の甘さについて議論していた文献は延べ

９編，社会的孤立について議論していた文献は延べ３編，

個人のパーソナリティーについて議論していた文献は延

べ１編であった．（図４参照）

図４　飛び込み分娩の要因・背景のとらえ方（筆者作成）
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■ 経済的困窮　　  知識不足・認識の甘さ　■ 社会的孤立　■ パーソナリティー

　経済的困窮としては，妊婦健診の費用負担ができない

ことが挙げられていた．妊娠・出産にたいする知識不足

や認識の甘さとしては，妊娠の自覚がない，妊婦健診の

重要性が理解できていない，妊婦健診の助成制度を知ら

ないことなどが挙げられていた．社会的孤立としては，

パートナーや親など周囲とのコミュニケーションが途絶

えており，周囲のサポートが得られないことなどが挙げ

られていた．個人のパーソナリティーというのは，「若

年層では妊娠と診断されることの恐怖やパーソナリティ

ーの問題」（三好・上田・向井・ほか 2007：534）とい

うような文言で議論されていた．

２－６　飛び込み分娩をめぐる対応策のとらえ方

　検討した 18 編の文献のうち，飛び込み分娩をめぐる

対応策について議論しているものは 14 編であった．飛

び込み分娩そのものを回避するための対応策については

14 編すべての文献において議論されていた．また飛び

込み分娩後の子育ち・子育て支援の側面から対応策につ

いて議論している文献は延べ４編であった．

　飛び込み分娩を回避するための対応策として経済的援

助を挙げている文献が延べ５編，教育・啓発などを挙げ

ている文献が延べ 11 編であった．また周囲のサポート

の必要性を挙げている文献が延べ１編，他機関との連携

を挙げている文献が延べ８編であった．（図５参照）

図５　飛び込み分娩を回避するための対応策のとらえ方（筆者作成）
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■ 経済的援助　　 教育・啓発　■ 周囲のサポート　■ 他機関との連携

　経済的援助としては，分娩や妊婦健診への助成を増額

することなどが議論されていた．教育・啓発としては，

妊娠出産に関する正しい知識の周知徹底をめざして，学

校教育のなかで思春期からの性教育をおこなうことや，

医療機関における保健指導などが議論されていた．周囲

のサポートとしては「妊娠を打ち明けられるような環境」

（内田・長谷川 2009：639）について議論されていた．

また他機関との連携としては，飛び込み分娩というのは，

医療施設内だけの対応や対策だけでは限界があるので，

医療・教育・行政の連携が必要であると議論されていた．

　分娩後の子育ち・子育て支援としては，地域や他機関

との連携をはかる支援，産後の訪問指導などについて議

論されていた．

３　考察

　「２－１」でみてきたように，飛び込み分娩をめぐる

研究は蓄積されておらず，議論が深まっていない．その

ことともかかわっていると推察されるのだが，「飛び込

み分娩」という用語の定義が統一されておらず，どのよ

うな状態をさして飛び込み分娩と理解するのかについ

て，医療関係者の間で共通した見解が確立されていない

ことが明らかになった．

　すでに「２－３」で述べたように，「飛び込み分娩」

という用語の定義では，「飛び込み」という来院形態よ

りもむしろ，分娩に至るまでの妊婦健診の受診回数が重

要視されていた．しかし検討した研究の「文献」欄から，

「未受診妊婦」，「未受診妊産婦」「妊婦健診未受診者」

をめぐる研究の存在が明らかになった．未受診というの

は言うまでもなく，妊婦健診の受診回数が０回というこ
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とである．飛び込み分娩をめぐる研究において，用語の

定義を確立していくことは言うまでもないことである

が，そのさい，受診回数に注目して用語が定義されると，

未受診者と飛び込み分娩者の重なりが生じる可能性があ

る．この点についても検討していく必要があると考える．

　本稿で検討した文献において，研究資料として用いら

れた飛び込み分娩の事例のうち，一番早いものは 1984

年のものであった．また本稿は CiNii をデータベースと

して検索した資料を用いたので，本稿で分析をおこなっ

た飛び込み分娩をめぐる研究では，論文が初めて発表さ

れたのは 1994 年であった．しかし今回，分析をおこな

った２件の研究の「文献」欄において，1989 年に執筆

された飛び込み分娩をめぐる原稿１）がとりあげられて

いた．以上のことから，少なくとも 15 年以上前から，

研究上において，飛び込み分娩の実態が把握されていた

ことがわかる．

　では，このような状況であったにもかかわらず，なぜ

飛び込み分娩をめぐる研究は遅々として進まず，議論が

深まっていかなかったのであろうか．それは，飛び込み

分娩を，どのような問題として扱うのかという議論の視

座と関係していたのではないかと考える．「２－４」で

みてきたように，飛び込み分娩のさいに生じるリスクは，

医療従事者や医療施設の側からとらえるよりも，妊婦や

新生児の側から多くとらえられており，周産期システム

の側からとらえた研究は少なかった．妊婦や新生児の側

からリスクをとらえれば，それは，妊娠中毒症や妊娠高

血圧症，低出生体重児や IUGR 児といった医学的リスク

に還元できる．したがって，飛び込み分娩に特化した研

究の必要性は低くなるというわけである．

　実際に，飛び込み分娩を医学的問題であると同時に社

会的問題として認識した研究は，わずか７件であった．

いずれもが 2004 年以降に発表されたものであり，それ

以前の研究にはみられなかった．飛び込み分娩が社会的

問題として認識されることと，この研究の進展には相関

関係があるのではないかと考える．

　2009 年に飛び込み分娩をめぐる研究が急激に増加し

たという事実は，飛び込み分娩が社会的問題として認識

されると，研究が進展するということの証としてとらえ

ることができるかもしれない．なぜなら，奈良県橿原

市で妊婦が救急搬送中に死産する問題がおこったのが

2007 年８月であったからだ．当初，この問題は，妊婦

を受け入れる病院探しが難航したという側面がクローズ

アップされていたが，後の調査において，この妊婦がか

かりつけ医をもっていなかったことが判明し，飛び込み

分娩が社会的問題として世間に広く周知されるきっかけ

となったからである．

　飛び込み分娩は，どちらかと言えば医学的問題として

とらえられており，社会的問題としての認識が低いので

はないかということは，飛び込み分娩の背景・要因のと

らえ方と飛び込み分娩を回避するための対応策のとらえ

方のズレにもみてとることができる．「２－５」でみて

きたように，飛び込み分娩の背景・要因としては，妊娠・

出産にたいする知識不足や認識の甘さよりも，何よりも

まず経済的困窮があると理解されていた．ところが「２

－６」でみてきたように，飛び込み分娩を回避するため

の対応策としては，妊娠・出産にたいする知識不足や認

識の甘さを防ぐための学校教育や保健指導に力点がおか

れ，経済的援助の必要性について言及するものは少なか

った．おそらく「飛び込み分娩予備群」にたいして学校

教育や保健指導が有効に働くと仮定されているのであろ

う．「飛び込み分娩予備群」にたいして教育や啓発を徹

底すれば，妊婦健診を定期的に受診するようになり，妊

娠中毒症や妊娠高血圧症，低出生体重児や IUGR 児とい

った医学的リスクを回避することができ，飛び込み分娩

の医学的問題は解決に向かうと想定されているのであろ

う．

　しかしながら，飛び込み分娩の医学的リスクを回避し，

その医学的問題を解決するにあたり，学校教育や保健指

導はどこまで有効なのであろうか．筆者による子育て支

援をめぐる研究２）において，現在，一般的におこなわ

れている「相談の実施」「情報提供」「親子参加型の事業

等」というような子育て支援は，低階層の「子育てハイ

リスク群」にたいして有効に働かないことがすでに明ら

かになっている．そもそも，低階層の「子育てハイリス

ク群」は，これらの資源を利用する意思や力が希薄だか

らである．本稿で検討した文献では飛び込み分娩者の生

活状況について，たとえば次のように記されていた．

　「�入籍率が低い，入籍していても夫は服役中であった

り，本人が覚醒剤の常習者であったりと，生活水準

や経済的レベルの低さが感じられた」（山本・青木・

谷本・ほか 1998：435）」

　「�住所不定（路上や車上生活者を含む）および家出中」

（後藤・小林・濱田・ほか 2006：199）

　「�健康保険証をもたない妊産婦や住民票が存在しない

妊産婦」（佐世・伊藤・藤野・ほか 2009：261）
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　「�未受診妊婦は通常の社会生活を営んでおらず，公的

扶助の範疇外に存在している」（佐世・伊藤・藤野・

ほか 2009：262）

　以上から，飛び込み分娩者の生活状況には，低階層の

「子育てハイリスク群」を超える厳しさをみてとること

ができる．このような状況を踏まえると，飛び込み分娩

者が，低階層の「子育てハイリスク群」より以上に，学

校教育や保健指導などの資源を利用する意思や力を有し

ているとは考え難い．したがって，妊娠・出産にたいす

る学校教育や保健指導にどれほど力が注がれようとも，

「飛び込み分娩予備群」にとって，それらが有効に働く

可能性は低いと言える．そうであるならば，今後，飛び

込み分娩をめぐっては，それを社会的問題として構造的

にとらえ，医療・福祉・教育の連携などを視野にいれて，

経済的支援や周囲のサポートの拡充などについて議論を

深めていく必要があると考える．

　最後に，「２－６」でみてきたように，飛び込み分娩

をめぐる研究において，飛び込み分娩後の子育ち・子育

て支援の側面から対応策について議論しているものは極

めて少なかった．飛び込み分娩を未然に防ぐための議論

はもちろん重要であるが，「通常の社会生活を営んでお

らず，公的扶助の範疇外に存在している」（佐世・伊藤・

藤野・ほか 2009：262）人たちにたいして，分娩以前に

社会的な支援をおこない飛び込み分娩を回避しようとす

る道のりは険しいに違いない．だからこそ，たとえ飛び

込み分娩に至ったとしても，出産直後からの子育ち・子

育て支援を開始するためにどのようなシステムを築いて

いくのかという議論を早急に進めていく必要がある．そ

のさい，「地域と連携した母子支援が必要である」（奥村・

三谷・難波・ほか 2009：140）という奥村らの指摘は傾

聴に値するに違いない．

おわりに

　飛び込み分娩をめぐる研究は蓄積されておらず，議論

が深まっていないことが明らかになった．この研究は緒

についたばかりであり，飛び込み分娩という用語の定義

を確立することから始めなければならない．このような

状況であるのは，飛び込み分娩という問題が，どちらか

と言えば医学的問題として議論される傾向にあり，社会

的問題という視座が希薄だったからであろう．今後，飛

び込み分娩をめぐる研究は，社会的問題という視座から

も議論を深めていかなければならないことが確認でき

た．

　ところで，飛び込み分娩者の特徴として２つの類型が

報告されている．ひとつは若年の初産婦であり，もうひ

とつは高年の多産婦である．飛び込み分娩は虐待のリス

ク要因の１つであると指摘されているが，それはいずれ

の類型においても言えることなのであろうか．類型によ

って虐待の発生率や虐待の内実に違いはないのであろう

か．A 県の女性相談支援センター所長は，多産婦と DV

（とりわけ性的暴力）との関連について語っている３）．

飛び込み分娩を社会的問題という視座からとらえていく

ということは，飛び込み分娩と，子ども虐待や DV との

関連をみていくことにもなると予想される．周産期医療

を組み込んだ子育てハイリスク群支援ネットワークの実

践モデルを構築するためには，子ども虐待や DV の問題

にも十分目を向けながら議論を深めていきたい．
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43，37-40）が文献欄にあげられていた．
２）	 井上寿美（2009）「子育て困難な状況を呈している保護者
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